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研究の趣旨及び目的 

 
平成５年度に「通級による指導」が制度化されて９年が経とうとしている。子どもが通常学級に在

籍しながら、通常の教育課程の一部を、またはそれに加えて通級による指導として特別の教育課程を

編成することが認められるようになったのである。 
 通級による指導の教育形態を利用している児童・生徒は全国的には年々増加しており，制度が始ま

った当初の２倍以上に増え、平成 12 年度では 27,547 人となっている。また、文部科学省（当時は文

部省）の「特殊教育の改善・充実に関する調査研究協力者会議（第一次報告）」の報告書には、「早期

からの教育相談の充実について」の項の中で「地域における教育相談がより頻繁に行われるようにす

るためには、小・中学校に設置されている特殊学級や通級による指導の場が、こうした機能を発揮す

ることも望まれる」と記載されている。 
 通級指導教室が行っている早期からの教育相談の実施については、国立特殊教育総合研究所が定期

的に調査している「全国難聴・言語障害学級及び通級指導教室実態調査」の報告書から全国的な傾向

が読みとれる。平成８年の調査では、回答があった 1052 校で指導を受けた難聴・言語障害幼児は 3395
名であった。そのうち、幼児担当者がいる小学校で指導を受けた幼児は 1149 名である。残りの 2246
名は、幼児の担当者がいない小学校で指導を受けたことになり、正式な指導対象児ではなく、いわゆ

る教育的サービスとして指導されていると推察される。また、平成 13 年の調査の結果でも、幼児の

担当者がいない小学校で、いわゆる教育的サービスとして指導している傾向は、減少しておらず、各

校で様々な工夫をしつつ幼児の対応をしているのが現状である。 
  このように考えると「通級による指導」が制度化されて以降、ことばに障害のある学齢児に対して

の指導は充実が図られてきている。しかし、ことばに障害があることに家族が気が付くのは就学以前

であり、上記の調査結果からも分かるように、その対応については十分とはいえない状況にある。そ

こで、本研究では、通級指導教室が、早期からの教育相談を実施している場合、地域でどのような役

割を果たしているのかを調査・検討し、地域における教室の在り方を明らかにすることを目的として

いる。 
 さらに、早期からの教育相談では、幼児への直接的な指導にとどまらず、子どもの障害を受容する

ことや子育てのあり方など、保護者への支援も大切である。したがって担当する教員の教育相談の内

容は多種多様なものになると予想される。そこで幼児の指導事例の分析・検討を通して、幼児期に必

要な支援の内容を明確にする手がかりを得る。 
 上記２点から、言語障害の通級指導教室における早期からの教育相談の内容、方法の指針を構築す

る。 
 
研究期間 
平成 11 年度～平成 13 年度. 


